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平成 16 年 12 月期 決算短信（連結）       平成 17 年 2 月 2 日 

 

上 場 会 社 名        スミダコーポレーション株式会社  上場取引所 東 

コ ー ド 番 号        6817  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ  http://www.sumida.com ） 

代  表  者 役職名 代表執行役会長 氏名 八幡 滋行  

問合せ先責任者 役職名 代表執行役ﾁｰﾌﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｵﾌｨｻｰ 氏名 松田 三郎 TEL（03）3667-3381 

米国会計基準採用の有無 無  

 
１．16 年 12 月期の連結業績（平成 16 年 1 月 1日～平成 16 年 12 月 31 日） 
(1)連結経営成績               （注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して記載しております。 

 売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

16 年 12 月期 36,246 18.7  3,611 50.8  3,128 59.6  

15 年 12 月期 30,537 △12.2  2,394 10.3  1,960 △7.4  

 
 

当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株 主 資 本       

当期純利益率      
総 資 本      

経常利益率 

売 上 高      

経常利益率 

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

16 年 12 月期 1,807 473.8  104  25 101  49 9.2  9.8  8.6 

15 年 12 月期 315 △71.8  21  21 20 56 1.7  6.5  6.4 

(注) ① 持分法投資損益 16 年 12 月期 △321 百万円 15 年 12 月期 △137 百万円

② 期中平均株式数(連結) 16 年 12 月期 17,334,894 株 15 年 12 月期 14,847,498 株

③ 会計処理の方法の変更 無   

④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2)連結財政状態 

 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率       1株当たり株主資本       

 百万円 百万円 ％ 円  銭

16 年 12 月期   34,170   20,511   60.0 1,175  67 

15 年 12 月期   29,941   18,809   62.8 1,220  14 

(注) ①  期末発行済株式数(連結) 16 年 12 月期 17,446,262 株 15 年 12 月期 15,415,639 株

② 平成 16 年 12 月 6 日付で、平成 16 年 12 月 31 日現在の普通株式 1株を 1.1 株に分割することを決定し
ました。これにより平成 17 年 2 月 21 日より発行済株式数は 1,744,626 株増加し、19,190,888 株にな
ります。 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

16 年 12 月期 2,413  △3,107  1,245  4,900  

15 年 12 月期 1,140  △1,906  877  4,471  

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 19 社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 1 社 

 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) 4 社 (合併による消滅) 5 社 (除外) 2 社   持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 

 
２．17 年第 1 四半期の連結業績予想（平成 17 年 1 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

 売 上 高       経 常 利 益       当 期純利 益       
 百万円 百万円 百万円

第 1 四半期 9,640 840 530 

  (参考)1 株当たり予想当期純利益（第 1 四半期）  27 円 62 銭 
 

＊ 当社は添付資料 12 頁記載の理由により、通期の業績予想を行うことが困難な状況にあるため、本資料では、次第 1 四半

に係る業績予想を開示しています。当社は四半期財務情報の開示を実施しています。 
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スミダ電機株式会社 

 

勝美達電子股份有限公司（台湾） 

SUMIDA AMERICA INC.  (米国) 

SUMIDA ELECTRIC (H.K.) COMPANY LIMITED (香港) 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

統括会社 

企 業 集 団 の 状 況 
 

当社の企業集団は、持株会社である当社と子会社 19 社で構成され、電子部品等の製造販売を主な内

容とし、事業の系統図は次の通りであります。 
 

         （国内顧客）                （海外顧客） 
 

販  売 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
製  造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
開   発 

 
 

 
 
 

 
 
サービス  

 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 

1. 上記子会社は全て連結しております。 
2. SUIMDA OPT-ELECTRONICS COMPANY LIMITED 及び PANTA SUMIDA AMERICA CORPORATION につきましては当連結会計年度にお

いて清算結了致しました。 

3. スミダ電機株式会社は、スミダサービス株式会社及びスミダテクノロジーズ株式会社を統合し、平成 16 年 2 月 1 日をも

って同 2 社を吸収合併致しました。 

4. SUMIDA AMERICA CORPORATION、SUMIDA AMERICA SALES CORPORATION、SUMIDA AMERICA TECHNOLOGIES CORPORATON 及び SUMIDA 

AMERICA MANUFACTURING CORPORATION につきましては、SUMIDA AMERICA MANUFACTURING CORPORATION を存続会社として平

成 16 年 4 月 1 日をもって合併し、社名を SUMIDA AMERICA INC.に変更致しました。 

5. Jensen Devices AB につきましては当連結会計年度より連結範囲に含めております。 

6. SUMIDA KOREA INC、STELCO GmbH 及び SUMIDA HOLDING GERMANY GmbH につきましては当連結会計年度期末みなし取得とし

連結しております。なお、SUMIDA KOREA INC.は合弁会社であります。 

持分法適用会社(1社) 

Arima Devices Corp. 

国内販売拠点（1社） 

 

SUMIDA ELECTRIC(H.K.) COMPANY LIMITED（香港） 

東莞勝美達（太平）電機有限公司 （中国） 

M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD.（マレーシア） 

勝美達電子股份有限公司（台湾） 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SUMIDA ELECTRONICA de MEXICO（メキシコ） 

SUMIDA  de MEXICO S.A. de C.V.（メキシコ） 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC COMPANY LIMITED(中国) 

STELCO GmbH（ドイツ） 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

海外製造拠点(10社） 

Sumida Trading Company Limited（香港） 

Sumida Trading Private Limited（シンガポール） 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SMD MARKETING (M) SDN. BHD.（マレーシア） 

勝美達電子股份有限公司  (台湾) 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC COMPANY LIMITED(中国) 

SUMIDA KOREA INC. (韓国) 

STELCO GmbH(ドイツ) 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

海外販売拠点（9社） 

スミダ電機株式会社 

国内サービス（1社） 

SUMIDA SERVICE COMPANY LIMITED （香港） 

海外サービス（1社） 

SUMIDA CORPORATE SERVICE COMPANY LIMITED(香港） 

SUMIDA HOLDING GERMANY GmbH(ドイツ) 

海外子会社統括（2社） 

スミダコーポレートサービス株式会社 

国内子会社統括（1社） 

当社(持株会社）

海外開発拠点（4社） 

スミダ電機株式会社 

国内開発拠点（1社） 
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経 営 方 針 

 

１．会社の経営の基本方針 

 

当社グループはグローバルな視点から最も効率のよい開発・製造・販売を行い、安定的な業績拡大を

実現することで株主・顧客・仕入先の皆様、社員など当社に関わりのある世界のあらゆる人々の社会生

活向上に貢献することを基本方針としております。このため、世界をマーケットとして見据え、一国、

一業種、一企業に偏らないリスクを分散した営業活動を展開しております。製造面におきましても、メ

イドインマーケットの実施により、一つの国の政治的・経済的状況に左右されない生産体制を整えてお

ります。 

また、将来の成長市場・商品をいち早く見極め、その分野において他社に先駆けて実績を積み上げる

というリーディングエッジを発揮できる企業となるよう努めております。 

 

２．当連結会計年度における経営施策 

 

当社グループは、当連結会計年度より純粋持株会社の傘下に販売、製造、R&D の各事業会社を置く機

能別経営から、成長分野に的を絞った製品別経営に移行しました。グループを伝統的コイル事業、車載

関連事業、フラットパネル事業に区分し、カンパニーを設立しました。各カンパニーは対象とするマー

ケット、顧客、製品の受注及び製造形態が異なっていることから、それぞれ独自の販売、製造、R&D 部

門を持ち、カンパニープレジデントを中心に目標分野に果敢に挑戦しております。以前より事業環境に

迅速に対応するため企業体質の向上に力を注いでまいりましたが、今回の組織改革により新しい製品及

び技術の提供を通じて世界のマーケットニーズを機敏に採り込み、顧客満足度を最大限高める体制を構

築することができました。 

製品別経営の採用に伴い、数社に跨っていた北米及び日本の事業会社を統合し業務の簡素化を図ると

同時に新体制下での責任の明確化と経営の効率化を目指し、全子会社の経営組織をグループカンパニー

制に即したセグメントに区分いたしました。 

 
３．利益配分の基本方針 

 

当社グループは、平成 12 年 6 月より純粋持株会社制へ移行しております。持株会社である当社は、

国内及び海外子会社からの配当が主な収入源となっております。子会社からの配当につきましては明確

なルールを設定し、このルールを基に子会社の業績に応じて実施しております。 

当社グループは、株主への利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付け、株主資本利益率、株

主資本配当率を勘案すると同時に、業容拡大に向けての内部留保を充実させながら、安定的な配当を継

続する方針です。 

また、内部留保の資金は、新製品の開発、海外営業網の拡充、海外生産子会社の設備増設等事業展開

の投資に充当し、グローバルな事業基盤の強化を行っております。これらは、今後の収益の源泉となり、

株主の皆様への継続的な利益還元に寄与するものと考えております。 

 

４．中長期的経営戦略 

 

今後一段の企業飛躍を実現するため、レガシーコイル事業、車載関連事業、フラットパネル事業のカ

ンパニーに経営資源を集中させてまいります。 

レガシーコイル事業は過去 50 年に亘って培ってきたコイルの巻線技術を使用する当社の最も得意と

する分野です。電池等の電源から目的の電圧を効率良く取り出す DC/DC コンバータ、パワーインダクタ、

同調回路に使用される RF（高周波）・IFT（中間周波）コイル、キーレスエントリー向けコイルなどがあ

り、ノートＰＣ、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ、携帯電話、AV 機器、車載用電装品など幅広

い分野に使用されています。今後、モバイル機器の小型化・低背化、デジタル機器の多機能化に対応し

た新製品の開発に力を注いでまいります。 

車載関連事業では自動車の電子化の進展に伴い当社の巻線技術を生かせる市場が広がっています。

ABS コイルは既存客と同時に新規顧客向けのシェア拡大を実現するため、従来のヨーロッパに加え北米

市場を強化いたします。ABS コイル以外ではガソリン･ディーゼル直噴エンジン用コイルを既存の日系企
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業主体から外資系企業へ広げ、積極的な事業活動を展開してまいります。 

フラットパネル事業は将来最も成長が期待できる分野です。パソコンにおきましてはＣＲＴモニター

からＬＣＤモニターへの移行が急激に進展すると思われます。テレビもブラウン管タイプから液晶タイ

プ、プラズマディスプレイへの転換が進むものと予測されます。当社グループにおきましてはフラット

パネル向けバックライト関連製品、電源関連製品、ノイズ・高周波フィルター等新製品の開発に力を注

いでまいります。 

中期経営計画では、2007 年に総売上高 1,000 億円達成を目指しております。採算面では、中国のロー

カルサプライヤーを活用した原材料費の低減、製造経費及び減価償却費等固定費を抑制した生産体制の

確立により、売上高営業利益率 10％を目標としております。 

設備投資につきましては、伝統的コイル事業を中心に製造工程の徹底した合理化を進めているのに加

えフラットパネル事業で EMS（エレクトロニック・マニュファクチャリング・サービス）を活用した生

産システムを構築しているため、今後大きな増加は見込んでおりません。一方、研究開発は中国、台湾、

日本での強化を予定しております。 

 
５．コーポレート・ガバナンス 

【コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方】 

  当社は、経営の透明性および効率性を確保し、ステークホルダーの期待に応え、継続的に企業価値を高

めていくことがコーポレート・ガバナンスの基本であり、経営の最重要課題の一つであると認識しており

ます。 

  コーポレート・ガバナンスを強化するために当社は2003年4月に委員会等設置会社に移行いたしました。

社外取締役が過半数を占める指名、監査、報酬と当社独自の戦略委員会の 4 つの委員会を設置し経営の透

明度を高める機構を備えました。また、業務執行機能に専従する機関として執行役を置き、取締役会は業

務執行の監督に特化し、「執行」と「監督」が明確に分離され、両者が有効に機能する組織機構になりま

した。さらに取締役会は「執行役」に業務決定権限を大幅に委譲し、2004 年 1 月からはカンパニー制を導

入することにより、激動する社会情勢に応じて迅速な意思決定を行い機動性と柔軟性に富んだグループ経

営ができるようになりました。 

当社はタイムリーで質の高い情報開示を行うことはステークホルダーに対するアカウンタビィティを果

たすことであり、経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスの充実に資するものと考えて四半期ご

との決算説明を始めとして積極的に取り組んでおります。 

 

【コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況】 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

①会社の機関の内容 

 イ．取締役会 

       当社は委員会等設置会社です。取締役会は取締役・執行役の監督と経営の基本方針の策定等の

専決事項に専念し、それ以外の事項の業務執行は執行役に委任しております。取締役会の構成は、

取締役 9 名中 4 名が社外取締役で、7 名は執行役を兼務しない取締役となっております。当社で

は取締役会に次の委員会を設置しております。 

      ・指名委員会（法定） 

構成 ： 社外取締役 2 名、社内取締役 1 名 

取締役選解任議案の内容の決定を行うほか、当社では執行役候補者の選任も行い取締役会

に推薦します。指名委員会の議長は社外取締役がつとめています。 

      ・監査委員会（法定） 

構成 ： 社外取締役 2 名、社内取締役 1 名 

取締役および執行役の職務の執行の監査および株主総会に提出する会計 

監査人の選・解任等に関する議案の内容の決定を行います。 

      ・報酬委員会（法定） 

構成 ： 社外取締役 2 名、社内取締役 1 名 

取締役・執行役の個人別の報酬の内容の決定に関する方針及び個人別の 

報酬を決定します。 

      ・戦略委員会（任意） 
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構成 ： 社外取締役 1 名、社内取締役 5 名 

        当社独自のもので中期経営計画の策定やコーポレート・ガバナンスの充実策の検討を行い

ます。 

   社外取締役のためだけの専従スタッフは配置しておりませんが、取締役会および委員会の専従

スタッフ（3 名）を配置しております。当該スタッフは、取締役会開催時には事前に付議案件の

資料を配布したり、随時情報の提供や説明を行うなど社内・外の区別無く取締役をサポートして

おります。なお、監査委員会の補助を行う担当者の異動等には監査委員会の承認を必要とし、執

行役からの独立性を確保しております。 

   ロ．執行役 

執行役は取締役会から委任を受けた事項の業務執行を取締役会の決議により定められた職務の

分掌に従い行っております。執行役は 8 名で、そのうち代表執行役は 3 名です。代表執行役間の

職務分掌の概要は次のとおりです。 
・代表執行役 CEO 

スミダグループのビジョン・戦略の策定及び業務執行の最終責任を負う 
      ・代表執行役グループプレジデント 

CEO の策定したビジョンの実行および業務執行に責任を負い、CEO に報 
告する 

      ・代表執行役 CFO  
財務・会計関連業務に責任を負い、CEO に報告する 
 

他の執行役は次の通りです。 
・カンパニープレジデント  ４名 

当社は 2004 年 1 月から製品カテゴリー別の社内カンパニー制を導入しました。各カンパ

ニーのプレジデントを執行役とし、権限を明確にすることにより、顧客志向でスピーディな

意思決定ができる組織体制となりました。 

・シニアテクノロジーオフィサー １名 

技術・開発の責任者です。 
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②業務執行の監視、内部統制・リスクマネジメント・コンプライアンス体制の仕組み 

模式図は次のとおりです。 

 

 
 

   イ．業務執行の監視 

      業務執行の監視については取締役会が取締役・執行役の監督を、監査委員会が取締役・執行役

の監査を行っております。また、会社に著しい損害及び利益を及ぼすおそれのある事実について

は、随時執行役が取締役会・監査委員会に報告を行う体制を構築しております。 

   ロ．内部統制システムの整備の状況 

内部統制システムとして、執行役の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ、効率的に行

われることを確保するために、代表執行役はそれぞれ諮問機関を置き、重要な意思決定を行う際

には諮問機関メンバーの意見を聴取し、十分な検討を行うシステムにしております。また、監査

委員会との連携のもとで CEO 直属の内部監査室および法務部門が内部統制システムの実効性を

チェックしております。なお、業務執行上、何らかの疑義が生じた場合は、弁護士・会計監査人

等に適宜助言を仰いでおります。 

   ハ．リスクマネジメント体制の整備の状況 

      今日の当社の事業を取り巻く環境や内部環境は時として急激に変化し、これらは経営に大きな

リスクをもたらしています。企業が成長力を維持する基盤として、リスクマネジメント能力が益々

重要になっており、企業の評価を大きく左右する時代になっております。そのため当社ではリス

クマネジメントを経営上の最重要課題の 1 つと捉えて整備を進めております。 

      2003 年 6 月にリスク・マネージメント・コミッティーを設置し、責任者であるチーフ・リスク

マネジメント・オフィサーには CEO が就任しました。また、リスクマネジメント・オフィサーを

任命するとともに海外を含むグループの主要事業拠点にリスクマネジメント・モニターを配置し

ました。グローバルな観点から、将来予想されるリスクを洗い出し、分析し、リスクの回避、予

防、分散策を策定するとともに、万一発生した場合の損失を最小化するための対応方法について

も検討しております。 

 株主総会 

指名委員会 

監査委員会 

報酬委員会 

戦略委員会 

内部監査室 

リスクマネジメント 

コミッティー 

コンプライアンス 

オフィサー 

 各委員の選解任 

取締役の職務執行の監査 

取締役の報酬決定 

業務執行の監督 

選解任 

監査
執行役の 

報酬決定 

取締役候補の決定 取締役の選解任 

代表執行役CEO 

代表執行役 
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   ニ．コンプライアンス体制の整備の状況 

    コンプライアンスについてはコーポレート・ガバナンスの根幹であるとの認識のもと、単なる

法令の遵守という問題に限定せず、企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility(CSR)）

を Integrity（誠実性）、Discipline（規律）、Common Sense（常識）に基づき積極的に果たして

いく活動と位置づけ、 2004 年 7 月に任命したコンプライアンス・オフィサーを中心に、体制整

備に努めております。 

  ③役員報酬の内容 

（対象期間：平成 16 年 1 月 1 日から平成 16 年 12 月 31 日まで）    

取締役 執行役 合計 

区分 
支給

人員 

(人) 

支給額 

(百万円)

支給

人員

(人)

支給額 

（百万円）

支給

人員

(人)

支給額 

(百万円) 

報酬委員会決議に基づく

確定金額 
11 75 8 333 19 408 

報酬委員会決議に基づく

金銭以外の報酬 
 1 17 1 17 

計  75 350  425 

注 1.取締役及び執行役に対する金銭以外の報酬（職務遂行の対価である財産上の利益の額）は役員

用の借上げ社宅であります。 

2.期末現在の人員は、取締役 9 名、執行役 8 名で、内 2 名は取締役と執行役を兼任しております。

取締役と執行役の兼任者の報酬は執行役の欄に総額を記入しております。 

3.取締役、執行役の対象期間内の異動は次のとおりであります。 

              就任  取締役  2 名 

                  執行役  5 名 

              退任  取締役  4 名 

         執行役  － 

  ④監査報酬の内容 

    監査報酬については会計監査人の報酬改訂に当たっては、監査委員会と事前協議のうえ、所定の決

済手続きを得るなどの牽制機能を働かせたことにより、適正な監査報酬であると認識しております。 

     当社の会計監査人である新日本監査法人に対する報酬 

      監査契約に基づく監査証明に係る報酬総額        30 百万円 

     上記以外の報酬総額                 －百万円 

 

  (2)会社と社外取締役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

      当社には社外取締役が４名おりますが、人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係は一

切ございません。 

 

 (3)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

    当年度において、取締役会は 6 回開催され、経営の基本方針の策定、所定の法定事項の決定や定期

的な業務執行状況のレビュー等を通じて、その監督機能の強化・実践に努めて参りました。指名委員

会は 5 回開催され、取締役候補者の選任基準の策定、取締役候補者の決定、執行役候補者の取締役会

への推薦等を行いました。監査委員会は 10 回開催され、定期的な決算情報に係る計算書類の作成プロ

セスの妥当性、内部監査・内部統制体制、情報開示体制、リスクマネジメント体制、コンプライアン

ス体制等に関する監査を実施し、その結果を取締役会に報告しました。報酬委員会は 6 回開催され、

取締役・執行役の報酬決定の方針および個人別の報酬等を決定しました。戦略委員会は 6 回開催され、

中期経営計画に対する討議を行ったほか、当年度からコーポレート・ガバナンスの更なる向上策につ

いての討議も行いました。 

    当年度において、コンプライアンスへの取り組みとして 2004 年 7 月に専任のコンプライアンス・オ

フィサーを任命し、グローバルな観点から体制を整備し、モニタリング等の活動を始めました。 
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６．当社グループが対処すべき課題 

 

企業は SARS 等の疾病、災害、訴訟、為替及び金利の変動など様々なリスクに晒されているため、事

業を取り巻く環境は時として急激に変化します。企業の成長力を維持する基盤として、リスクマネジメ

ント能力が益々重要になっています。この様な事態に備えるため、当社グループにおきましては CEO が

チーフ・リスク・マネジメントを兼任するリスク・マネージメント・コミッティーを社内に設置いたし

ました。また、法務部門、グローバル・コンプライアンス部門を設置・強化いたしました。将来予想さ

れる緊急事態を想定しリスク分散を図ると同時に発生後の対処方法を常に準備する体制を整えてまいり

ます。更に、環境対策、法令順守、社会貢献を重視した幅広い企業の社会的責任（CSR）活動にも力を注

いでまいります。 

 

７．目標とする経営指標 

 平成 12 年 6 月の純粋持株会社制への移行に伴い、各事業会社を設立・独立させ分社化を実施いたしま

した。持株会社は事業会社に日々の業務運営を委ね、グループ全体に関わる方針決定を行います。平成

16 年１月よりグループを再編し 5 事業(カンパニー)に区分して、各カンパニーの目標・責任・権限を明

確にし、製造、販売、開発を製品ごとに把握し、売上及び利益の拡大を図ります。個々のカンパニーの

企業価値を高めることが、グループ全体の企業価値向上に繋がるものと確信しております。各カンパニ

ーの企業価値への貢献度合い、達成度合いを分析する指標として、フリーキャッシュフローの概念を簡

略化し、より迅速な経営判断のできる修正 EBITDA を採用しております。 
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経 営 成 績 

 

 

１．当連結会計年度の業績の概況 

当連結会計年度の世界経済は、原油価格の上昇から一時的に減速していたものの、アメリカを中心

とした個人消費の回復を背景に急速に改善しています。景気の過熱が懸念されていた中国は政府によ

る計画的な引き締め政策によりソフトランディングを実現し、安定成長に移行しつつあります。2005

年につきましても、世界経済は 4％近い高成長が続くとの見方が出てきました。 

世界の電子機器市場におきましては、アテネ オリンピック終了に伴うシリコンサイクルの下降トレ

ンド入りを先取りし各セットメーカーが逸早く生産調整を実施したものの、前回サイクルの谷の始ま

った 2000 年当時と較べ製品在庫が低水準に留まっていること、製品価格の低下に伴い今後の需要拡大

が期待できることから、調整は比較的短期間で終了するという意見が広まっています。今回の電子機

器市場ではパソコン、携帯電話の既存製品に加え薄型テレビ、ＤＶＤレコーダー、デジタルカメラな

どデジタル家電製品やエレクトロニクス技術の塊になりつつある自動車の寄与から、電子部品の潜在

需要は格段に厚みを増しています。 

音響・映像機器はラジオ、ラジカセ等アナログ製品が僅かに持ち直しているのに対して、液晶テレ

ビなどデジタル製品は当初予想に比べやや弱含みで推移しています。パソコンの出荷台数は、旺盛な

買い替え需要や法人の情報化投資の高まりで好成長が続いています。デジタルカメラは普及の進んだ

日本市場が鈍化しているものの、日本に較べ普及率の低いアメリカ、ヨーロッパ、アジア市場が拡大

しています。携帯電話の出荷台数は 2004 年に前年比 17.2％増の 6 億台前後になった模様です。中国で

の製品在庫が増加しているものの、ハイエンド機種の寄与で成長が続く見込みです。また、自動車機

器分野では電子化が急速に進行しているため、車載用電子部品の需要が着実に増加しています。 

この様な環境の中、当社グループは幅広い顧客ニーズに対応するとともに今後の成長分野において

新しい需要を積極的に創造する事業活動を展開してまいりました。一方採算性の低い事業につきまし

ては、電磁気事業の中で最後に残ったマグネティックス部門、光電子事業では光ピックアップのＯＥ

Ｍ製品部門から実質的に撤退いたしました。 

当連結会計年度の売上高につきましては、事業撤退を進めている光電子事業、電磁気事業が減少し

たものの、その他コイルが順調に増加したのに加え、車載用電子部品、通信・情報処理機器用コイル

が好調に推移し、音響・映像機器用コイルが大幅に拡大したことから、前連結会計年度比 18.7%増の

36,246 百万円になりました。 

利益面では、減収に伴い光電子事業の営業利益が減少した一方で、増収効果と労務費及び製造経費

の抑制によりコイル事業の売上総利益が増加し、電磁気事業も製造経費、販売費及び一般管理費の削

減で損失幅が縮小したことから、営業利益は前連結会計年度比 50.8%増の 3,611 百万円になりました。

持分法による投資損失が増加したものの、為替差損が減少したため、経常利益は前連結会計年度比

59.6%増の 3,128 百万円となりました。また、当期純利益は子会社売却損等の計上された前連結会計年

度の 5.7 倍の 1,807 百万円を計上いたしました。 

 

次に当連結会計年度における各セグメントの状況は以下の通りです。尚、当連結事業年度より事業

をレガシー事業、フラットパネル事業及びオートモーティブ事業の 3 区分に変更しておりますが、新

体制が定着していないため従来の方法（コイル事業、光電子事業、電磁気事業）で記載しております。 

1）コイル事業 

 コイル事業の売上高は、その他コイルが順調に増加したのに加え、車載用電子部品、通信・情報処

理機器用コイルが好調に推移し、音響・映像機器用コイルが大幅に拡大したことから前連結会計年度

比 25.4％増の 32,811 百万円になりました。 

a)音響・映像機器用コイル 

音響・映像機器用コイルの売上高は前連結会計年度比 51.5％増の 3,499 百万円になりました。 

地域別に見ますと、日本は液晶ＴＶ向けが好調に推移し前連結会計年度比 41.2％増の 1,730 百万

円になりました。海外では、香港・中国が前連結会計年度比 78.2％増の 1,037 百万円、ＡＳＥＡＮ

は前連結会計年度比 45.8％増の 732 百万円となりました。 

b)通信・情報処理機器用コイル 

通信・情報処理機器用コイルの売上高は前連結会計年度比24.4％増の18,561百万円になりました。 

使用製品別内訳では、デジタルカメラ用コイルは前連結会計年度比 1.9%減の 911 百万円と縮小し
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ましたが、ＰＣ及びその他の通信・情報処理機器用コイルが前連結会計年度比 14.0%増の 9,671 百万

円と増加したのに加え、携帯電話用コイルが前連結会計年度比 33.6％増の 600 百万円、インバータ

ユニットは前連結会計年度比 45.9%増の 7,379 百万円に拡大しました。 

地域別では、日本が前連結会計年度比 0.3％減の 3,557 百万円と伸び悩みましたが、台湾は前連結

会計年度比 20.4％増の 6,967 百万円、ＡＳＥＡＮは前連結会計年度比 15.2％増の 1,414 百万円とな

りました。また、香港・中国は中国・蘇州のインバータユニットの本格化から前連結会計年度比 43.7%

増の 5,062 百万円に拡大し、アメリカも前連結会計年度比 92.0％増の 1,561 百万円と回復していま

す。 

c)その他コイル 

その他コイルの売上高は前連結会計年度比 13.5％増の 2,317 百万円になりました。給湯器向けが

減少したものの、ＦＡ機器、冷暖房切替え用 4Ⅴコイルが増加しています。 

d)車載用電子部品 

車載用電子部品の売上高は前連結会計年度比 22.3％増の 8,434 百万円となりました。 

ＡＢＳコイルは、前連結会計年度比 22.1%増の 4,826 百万円と大幅に増加しました。ＨＩＤ（ハイ・

インテンシティ・ディスチャージ）ランプ用トランスは前連結会計年度比 1.9％増の 323 百万円、カ

ーオーディオ、カーナビゲーションシステム、キーレスエントリー等その他の車載用電子部品が前

連結会計年度比 26.9％増の 3,166 百万円と増加しましたが、ＥＰＳ（エレクトロニック・パワー・

ステアリング）向けは前連結会計年度比 11.2％減の 119 百万円と縮小しました。 

2）光電子事業 

光電子関連部品の売上高は光ピックアップ OEM 事業からの撤退に取り組んだことから前連結会計年

度比 30.7％減の 1,967 百万円になりました。 

ＣＤ用光ピックアップが前連結会計年度比 27.9％減の 1,175 百万円、ＤＶＤ用光ピックアップは前

連結会計年度比 9.1％減の 420 百万円に縮小しました。光ピックアップの部品であるレンズホルダー､

アクチェータ等その他の光電子部品は前連結会計年度比 50.1％減の 372 百万円に減少いたしました。 

3）電磁気事業 

電磁気事業の売上高は事業撤退に向けて受注活動を手控えたことから前連結会計年度比 4.3%減の

1,468 百万円になりました。 

 

２．財政状態 

   (1)資産、負債及び資本の状況 

  （流動資産） 

 当連結会計年度における流動資産の残高は 20,283 百万円（前連結会計年度は 16,569 百万円）と

なり、3,714 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、事業拡大に伴う受取手形及び売掛金が 2,205 百万円増加したこと、棚卸資産が

911 百万円増加したことによります。 

  （固定資産） 

 当連結会計年度における固定資産の残高は 13,887 百万円（前連結会計年度は 13,372 百万円）と

なり、515 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、当連結会計年度にドイツの STELCO GmbH の買収に伴い 974 百万円が発生したこ

とによります。 

  （流動負債） 

 当連結会計年度における流動負債の残高は 12,806 百万円（前連結会計年度は 8,476 百万円）とな

り、4,330 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、企業買収による資金需要が 1,200 百万円あったことから短期借入金が 1,700 百

万円増加、１年以内償還予定社債が固定負債の社債からの振替ったことにより 1,200 百万円増加、

売上拡大に伴う支払手形及び買掛金が 1,049 百万円増加したことによります。 

  （固定負債） 

 当連結会計年度における固定負債の残高は 804 百万円（前連結会計年度は 2,655 百万円）となり、

1,851 百万円の減少となりました。 

 主な減少要因は、前連結会計年度において固定負債であった社債 1,200 百万円が当連結会計年度

で 1 年以内償還となり、流動負債となったことによります。 
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  （少数株主持分） 

 51%出資の連結子会社（SUMIDA KOREA INC.）を設立したことにより、当連結会計年度において少

数株主持分が 49 百万円発生しました。 

  （資本） 

 当連結会計年度における資本の残高は、20,511 百万円（前連結会計年度は、18,809 百万円）とな

り、1,702 百万円増加しました。主な増加要因は、新株引受権及び新株予約権の行使により資本金

及び資本剰余金が 884 百万円増加したこと、当期純利益の計上等による利益剰余金 1,415 百万円の

増加したことによるものです。また、当連結会計年度末において円高により為替換算調整勘定が 557

百万円減少しております。 

 

   (2)キャッシュ・フローの状況 

当連結会計期間における現金及び現金同等物は前連結会計期間と比べ 429 百万円増加し 4,900 百万

円となりました。 

（営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ） 

  営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度に比べ 2,552 百万円

増加したことが大きく寄与したものの、事業拡大に伴い売掛金及び棚卸資産の増加に係る調整項目

が 1,185 百万円増加したこと等により、前連結会計年度比 1,273 百万円増加し 2,413 百万円の収入

超となりました。 

（投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ） 

 投資活動の結果使用した資金は、恒常的な設備投資が 138 百万円増加したことに加え、新たに子

会社を買収したこと及び関係会社株式の取得したことに伴う支出が 1,091 百万円増加したこと等に

より、前連結会計年度比 1,201 百万円増加し 3,107 百万円の支出超となりました。 

（財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ） 

 財務活動の結果得られた資金は、主に子会社買収資金の調達等の借入により 831 百万円資金調達

が増加し、株式の発行による収入が 405 億円減少したこと、配当金の支払額が 108 百万円増加した

ことにより資金調達は前連結会計年度比 368 百万円増加し、1,245 百万円の収入超となりました。 

 

 

３．業績の見通し 

 当社グループのコイルの受注は高水準を維持しています。 

コイルの月間受注数量（当月受注、当月販売予定）は、2004 年第 1 四半期に月平均 91 百万個から第

2 四半期は 104 百万個に上昇し、第 3四半期は 109 百万個と水準を切り上げた後、例年発注の停滞する

第 4 四半期も 105 百万個台を保っています。 

製品別販売額では一般コイルが 2004 年第 1四半期の月平均 1,544 百万円から第 2四半期 1,778百万

円、第 3 四半期 1,842 百万円に増加しましたが、第 4 四半期は 1,705 百万円に減少しています。ＡＢ

Ｓコイルは 2004 年第 1 四半期の月平均 362 百万円、第 2 四半期の 375 百万円から第 3 四半期 416 百万

円、第 4 四半期 455 百万円と着実に増加しています。台湾、蘇州のインバータユニットは拡大基調が

続いています。 

 世界のパソコンの出荷台数は 2004 年第 4 四半期も順調に推移し、通年では前年同期比 14.７％増を

記録した模様です。旺盛な買い替え需要や法人による活発な情報化投資が見込めることから、2005 年

も前年比 10％増が予想されます。世界のデジタルカメラの出荷台数は 2004 年に約 63 百万台を達成し

たものと推定されます。2005年も前年比15.9%増の73百万台が予想されます。中長期的にもアメリカ、

ヨーロッパ、中国、アジアの新規ユーザーが牽引役となり成長を支えるのに加え、メーカー各社の本

格的な参入でデジタル一眼レフの市場が立ち上がる見込みです。世界の携帯電話端末の販売台数は

2004 年に前年比 17.2％増の 6 億台前後になった模様です。中国での完成品在庫が増加しているため一

時的な影響が懸念されるものの、カメラ付、高精細カラー液晶などハイエンド機種の拡大を背景に好

成長が続く見込みです。 

また、液晶ＴＶでは、普及の鍵となる地上波デジタルハイビジョン放送のサービスが、2003 年 12

月から関東、関西、中京圏で始まったのに続き 2006 年にかけて順次全国へ拡大され、2011 年には完全

に地上波デジタル放送に移行します。アメリカでは 2006 年のデジタルテレビ放送への完全移行を目指

し、サービス網を拡大しています。ヨーロッパは現在 8 カ国が地上波デジタル放送を導入し、2010 年
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にはほとんどの国がアナログからデジタルに移行する見込みです。中国では 2008 年の北京オリンピッ

クに向けてデジタル放送が計画されています。世界の液晶テレビの出荷台数は、2004 年 6 百万台、2005

年 11 百万台、2008 年 32 百万台に増加する見込みです。 

一方、新車登録台数は日本が 2004 年に前年比 1.6％減の 3,962 千台と伸び悩んだものの、ヨーロッ

パは前年比 2.1％増の 14,512 千台、アメリカは前年比 2.7％増の 17,258 千台と順調に増加しました。

原油高などによる停滞局面から市場情勢は急速に改善しているため、2005 年の新車販売台数は高水準

が予想されます。 

こうした事業環境の中、スミダグループにおきましては、幅広い顧客ニーズに対応するとともに今

後の成長分野で新しい需要を積極的に創造する事業活動に専念いたします。 

パワーインダクタでは、小型化、低背化、電源エネルギーの効率化を追求した新製品を開発しノー

トＰＣ、デジタルカメラ、ＨＤＤ向けのシェア向上に力を注いでおります。携帯電話向けは、高機能

化に伴いＬＳＩの搭載点数が増え、ＬＳＩ駆動用としてパワーインダクタの需要が高まっているため、

対落下衝撃性に優れた超小型新製品を投入し販売を強化します。自動車、ゲーム機器向けも積極的に

取り組んでまいります。 

インバータではノートＰＣ、フラットモニター向けでトップクラスの技術力と経験を生かし、液晶

テレビ向けに最新のインバータユニット、リーケージトランスを本格的に販売いたします。今まで手

薄であった韓国市場では、現地企業と合弁会社を設立し、インバータトランス及びユニットの販売・

開発を推進してまいります。 

車載関連ではＡＢＳコイルで第 4 番目の新規顧客向けの納入が既に 2004 年から始まっています。

2005 年は更に第 5 番目の新規顧客向けの量産化が予定されています。ＡＢＳコイル以外ではキーレス

エントリー、イモビライザー、ナビゲーションシステム､直噴エンジン、ＥＰＳ（エレクトロニック・

パワー・ステアリング）､エアーバッグ向けコイルを全世界に向けて積極的に販売する方針です。 

光電子事業では光ピックアップのＯＥＭ供給部門から実質的に撤退いたしました。今後光ピックア

ップに使用されるレンズホルダー、アクチェータの新規顧客向け販売を引き続き推し進める方針です。 

 事業縮小に取り組んでいた電磁気事業では、残るマグネティックス部門につきましても、メキシコ

での生産から完全撤退し、中国での生産に移行することで利益の改善を図っております。 

 当社グループでは、各部門から提出される翌四半期のコミットメント（公約）を積み上げた方式に

よる業績予想を発表しております。これは、経済環境が不安定で激変する状況下において通期を予想

することが困難であり、場合によっては期初の予想数値と乖離が生じる危険性があるからです。この

ため、投資家の皆様に適切な情報を提供することを第一義と考え、翌四半期のみの予想内容を開示し

ていくことを基本方針としております。 

 

現時点における平成 17 年第 1 四半期の業績予想は次の通りです。 

 

平成 17 年第 1 四半期連結業績予想       平成 16 年第 1 四半期連結業績実績 

（2005 年 1 月 1 日～2005 年 3 月 31 日）      （2004 年 1 月 1 日～2004 年 3 月 31 日） 

売上高        9,640 百万円        売上高       8,187 百万円 

経常利益        840 百万円        経常利益       625 百万円 

当期純利益       530 百万円        当期純利益      475 百万円 

（前提となる為替レートは１米ﾄﾞﾙ 107.5 円としております。） 
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連 結 財 務 諸 表 
(1) 連結貸借対照表

（単位：千円）
比較増減

（△は減）
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

（資 産 の 部） % %
Ⅰ 流　動　資　産
1. 現 金 及 び 預 金 4,471,169     4,900,291     429,122       
2. 受取手形及び売掛金 6,879,959     9,085,372     2,205,413     
3. 棚 卸 資 産 3,138,318     4,048,675     910,357       
4. 繰 延 税 金 資 産 1,308,674     1,432,466     123,792       
5. 繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 241,969       121,972       119,997 △     
6. そ の 他 761,206       723,999       37,207 △      
7. 貸 倒 引 当 金 232,727 △     29,984 △      202,743       

流 動 資 産 合 計 16,568,568    55.3   20,282,791    59.4   3,714,223     

Ⅱ 固　定　資　産
(1) 有 形 固 定 資 産
1. 建 物 及 び 構 築 物 ※1 6,211,182     6,221,547     10,365        
2. 機械装置及び運搬具 8,842,647     9,514,102     671,455       
3. 工 具 器 具 及 び 備 品 2,660,313     2,641,264     19,049 △      
4. 土 地 ※1 1,252,063     1,253,616     1,553         
5. 建 設 仮 勘 定 145,089       322,325       177,236       
6. 減 価 償 却 累 計 額 9,524,680 △   10,267,933 △  743,253 △     

有形固定資産合計 9,586,614     32.0   9,684,921     28.3   98,307        

(2) 無 形 固 定 資 産
1. 営 業 権 ※2 -             839,460       839,460       
2. 借 地 権 522,732       496,827       25,905 △      
3. ソ フ ト ウ エ ア 129,577       148,518       18,941        
4. そ の 他 3,965         3,721         244 △         

無形固定資産合計 656,274       2.2    1,488,526     4.4    832,252       

(3) 投資その他の資産
1. 投 資 有 価 証 券 385,512       194,570       190,942 △     
2. 関 係 会 社 株 式 513,098       680,705       167,607       
3. 繰 延 税 金 資 産 1,912,785     1,536,667     376,118 △     
4. そ の 他 318,134       302,299       15,835 △      

投資その他の資産合計 3,129,529     10.5   2,714,241     7.9    415,288 △     
固 定 資 産 合 計 13,372,417    44.7   13,887,688    40.6   515,271       
資 産 合 計 29,940,985    100.0 34,170,479  100.0  4,229,494    

　　　　　　 　　     　期　別

 科　目

前連結会計年度
（平成15年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成16年12月31日現在）
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                                                                                       （単位：千円） 

比較増減
（△は減）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
（ 負 債 の 部 ） % %

Ⅰ 流　動　負　債
1. 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,522,924     3,571,556     1,048,632     
2. 短 期 借 入 金 ※1 3,150,000     4,850,000     1,700,000     
3. １ 年 以 内 償 還 予 定 社 債  -             1,200,000     1,200,000     
4. １年以内返済予定長期借入金 ※1 966,808       674,508       292,300 △     
5. 未 払 法 人 税 等 111,843       231,648       119,805       
6. 繰 延 税 金 負 債 122,000       141,539       19,539        
7. 未 払 金 502,956       663,340       160,384       
8. 未 払 費 用 578,096       537,415       40,681 △      
9. ワ ラ ン ト 預 り 金 ※3 118,762       2,059         116,703 △     

10. 工 場 移 転 損 失 引 当 金 -             167,088       167,088       
11. 為 替 予 約 241,969       121,972       119,997 △     
12. そ の 他 161,028       644,853       483,825       

流 動 負 債 合 計 8,476,386     28.3  12,805,978    37.5  4,329,592     

Ⅱ 固　定　負　債
1. 社 債 1,200,000     -             1,200,000 △   
2. 長 期 借 入 金 ※1 1,045,308     370,800       674,508 △     
3. 繰 延 税 金 負 債 231,705       212,059       19,646 △      
4. 長 期 前 受 収 益 158,681       79,340        79,341 △      
5. そ の 他 19,735        142,123       122,388       

固 定 負 債 合 計 2,655,429     8.9   804,322       2.3   1,851,107 △   
負 債 合 計 11,131,815    37.2  13,610,300    39.8  2,478,485     

（ 少 数 株 主 持 分 ）
少 数 株 主 持 分 -             -     49,196        0.2   49,196        

（ 資 本 の 部 ）
Ⅰ 資 本 金 ※4 6,164,619     20.6  6,604,072     19.3  439,453       
Ⅱ 資 本 剰 余 金 5,971,416     19.9  6,416,181     18.8  444,765       
Ⅲ 利 益 剰 余 金 9,231,414     30.8  10,646,801    31.2  1,415,387     
Ⅳ その他有価証券評価差額金 90,708        0.3   67,762        0.2   22,946 △      
Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 2,626,162 △   △ 8.7 3,183,290 △   △ 9.3 557,128 △     
Ⅵ 自 己 株 式 ※4 22,825 △      △ 0.1 40,543 △      △ 0.2 17,718 △      

資 本 合 計 18,809,170    62.8  20,510,983    60.0  1,701,813     
負債・少数株主持分及び資本合計 29,940,985   100.0 34,170,479  100.0 4,229,494    

　　　　　　 　　     　期　別

 科　目

前連結会計年度
（平成15年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成16年12月31日現在）
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(2) 連結損益計算書 
（単位：千円）

（△は減）
金　　額 百分比 金　　額 百分比

% %
Ⅰ 売　　上　　高 30,537,285   100.0  36,245,950   100.0  5,708,665    
Ⅱ 売　上　原　価 22,237,105   72.8   26,073,080   71.9   3,835,975    

売 上 総 利 益 8,300,180    27.2   10,172,870   28.1   1,872,690    

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 5,906,000    19.4   6,562,186    18.1   656,186      
営　業　利　益 2,394,180    7.8    3,610,684    10.0   1,216,504    

Ⅳ 営　業　外　収　益
1. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 30,241       32,727       2,486        
2. そ の 他 66,131       36,833       29,298 △     

営業外収益合計 96,372       0.3    69,560       0.2    26,812 △     

Ⅴ 営　業　外　費　用
1. 支 払 利 息 68,874       57,727       11,147 △     
2. 為 替 差 損 260,698      32,467       228,231 △    
3. 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 137,432      320,708      183,276      
4. 社 債 発 行 費 13,800       -            13,800 △     
5. そ の 他 50,070       141,204      91,134       

営業外費用合計 530,874      1.7    552,106      1.6    21,232       
経　常　利　益 1,959,678    6.4    3,128,138    8.6    1,168,460    

Ⅵ 特　別　利　益
1. 固 定 資 産 売 却 益 142,980      21,099       121,881 △    
2. ワ ラ ン ト 預 り 金 戻 入 益 -            102,595      102,595      
3. ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 -            11,576       11,576       

特別利益合計 142,980      0.5    135,270      0.4    7,710 △      

Ⅶ 特　別　損　失
1. 固 定 資 産 除 売 却 損 47,936       45,983       1,953 △      
2. 制 度 移 行 に 伴 う 精 算 金 ※3 120,000      -            120,000 △    
3. 役 員 退 職 慰 労 金 50,000       -            50,000 △     
4. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 15,463       438          15,025 △     
5. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 224,082      -            224,082 △    
6. 子 会 社 売 却 損 1,203,941    -            1,203,941 △  
7. 工 場 移 転 損 失 ※4 -            204,379      204,379      
8. 構 造 改 革 費 用 ※5 368,603      387,785      19,182       

特別損失合計 2,030,025    6.7    638,585      1.8    1,391,440 △  
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 72,633       0.2    2,624,823    7.2    2,552,190    
法人税、住民税及び事業税 558,714      1.8    524,183      1.4    34,531 △     
法 人 税 等 調 整 額 797,661 △    2.6 △  293,563      0.8    1,091,224    
少数株主に帰属する損失 3,336        0.0    -            -      3,336 △      
当 期 純 利 益 314,916     1.0  1,807,077  5.0    1,492,161  

比較増減
  　　　　　　 　　       　　期　別

 科　目

前連結会計年度

至 平成 15年 12月 31日

当連結会計年度

至 平成 16年 12月 31日
自 平成 15年  1月  1日 自 平成 16年  1月  1日
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(3)連結剰余金計算書 
 （単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成 15年  1月  1日 自 平成 16年  1月  1日
至 平成 15年 12月 31日 至 平成 16年 12月 31日 （△は減）

金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ. 資本剰余金期首残高 5,325,272               5,971,416               646,144   

Ⅱ. 資本剰余金増加高

新株引受権及び新株予約権行使に
よ る 資 本 準 備 金 の 増 加 高 646,144                 444,765                 △ 201,379 

Ⅲ. 資本剰余金期末残高 5,971,416               6,416,181               444,765   

Ⅰ. 利益剰余金期首残高 9,198,400               9,231,414               33,014    

Ⅱ. 利益剰余金増加高

当 期 純 利 益 314,916                 1,807,077               1,492,161 

Ⅲ. 利益剰余金減少高

配 当 金 281,902                 391,690                 109,788   

Ⅳ. 利益剰余金期末残高 9,231,414               10,646,801              1,415,387 

（資 本 剰 余 金 の 部）

（利 益 剰 余 金 の 部）

比較増減
　　　　　　 　　　　         期　別

 科　目
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成 15年  1月  1日 自 平成 16年  1月  1日
至 平成 15年 12月 31日 至 平成 16年 12月 31日 （△は減）

金　　額 金　　額

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 72,633         2,624,823      2,552,190    
2. 減 価 償 却 費 1,508,798      1,564,012      55,214       
3. 工 場 移 転 損 失 引 当 金 の 増 加 額 -              167,088        167,088      
4. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 30,241 △       32,727 △       2,486 △      
5. 支 払 利 息 68,874         57,727         11,147 △     
6. 為 替 差 損 益 49,822         6,438 △        56,260 △     
7. 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 137,432        320,708        183,276      
8. 子 会 社 売 却 損 1,203,941      -              1,203,941 △  
9. 債 権 償 却 損 218,700        -              218,700 △    

10. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 224,082        -              224,082 △    
11. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 15,463         438            15,025 △     
12. ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 -              11,576 △       11,576 △     
13. 固 定 資 産 除 売 却 損 47,936         45,983         1,953 △      
14. 固 定 資 産 売 却 益 142,980 △      21,099 △       121,881      
15. ワ ラ ン ト 預 り 金 戻 入 益 -              102,595 △      102,595 △    
16. 売 上 債 権 の 増 減 額 1,218,609 △    2,130,864 △    912,255 △    
17. 棚 卸 資 産 の 増 減 額 347,007 △      619,437 △      272,430 △    
18. 仕 入 債 務 の 増 減 額 716,969        1,075,235      358,266      
19. そ の 他 211,397 △      58,687 △       152,710      

小　　　　計 2,314,416      2,872,591      558,175      
20. 利 息 及 び 配 当 金 受 取 額 30,241         32,727         2,486        
21. 利 息 支 払 額 68,971 △       57,814 △       11,157       
22. 法 人 税 等 支 払 額 1,135,715 △    434,255 △      701,460      
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,139,971      2,413,249      1,273,278    

Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 1,565,392 △    1,703,494 △    138,102 △    
2. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 191,527        92,586         98,941 △     
3. 子会社売却による現金及び現金同等物の増加 ※1 54,380         -              54,380 △     
4. 子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 ※2 -              824,694 △      824,694 △    
5. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 215,545 △      -              215,545      
6. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 0 -              0
7. 関 係 会 社 株 式 の 取 得 355,620 △      621,544 △      265,924 △    
8. 無 形 固 定 資 産 の 取 得 15,101 △       48,812 △       33,711 △     
9. 貸 付 に よ る 支 出 -              1,407 △        1,407 △      

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 1,905,751 △    3,107,365 △    1,201,614 △  

Ⅲ. 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短 期 借 入 金 純 増 減 額 1,004,670 △    1,700,000      2,704,670    
2. 長 期 借 入 金 に よ る 調 達 800,000        -              800,000 △    
3. 長 期 借 入 金 の 返 済 1,079,308 △    966,808 △      112,500      
4. 社 債 に よ る 調 達 1,186,200      -              1,186,200 △  
5. 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 1,274,381      869,496        404,885 △    
6. 少数株主からの払込による収入 -              49,196         49,196       
7. 配 当 金 の 支 払 額 281,902 △      389,444 △      107,542 △    
8. 自 己 株 式 の 取 得 17,854 △       17,719 △       135          

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 876,847        1,244,721      367,874      

Ⅳ. 現金及び現金同等物に係る換算差額 427,878 △      132,881 △      294,997      
Ⅴ. 現金及び現金同等物の増減額 316,811 △      417,724        734,535      
Ⅵ. 現金及び現金同等物期首残高 4,789,274      4,471,169      318,105 △    
Ⅶ. 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 -              11,398         11,398       
Ⅷ. 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 1,294△       -             1,294      
Ⅸ. 現金及び現金同等物期末残高 ※3 4,471,169      4,900,291      429,122      

比較増減
　　　　　　 　　             　期　別

 科　目
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社 19 社 

国内子会社 

スミダ電機株式会社 

スミダコーポレートサービス株式会社 

計 2 社 
 

在外子会社 

勝美達電子股份有限公司 

東莞勝美達（太平）電機有限公司 

M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD. 

SUMIDA ELECTRIC (H.K.) COMPANY LIMITED 

SUMIDA CORPORATE SERVICE COMPANY LIMITED 

SUMIDA SERVICE COMPANY LIMITED 

Sumida Trading Company Limited 

Sumida Trading Private Limited 

SMD MARKETING (M) SDN.BHD. 

SUMIDA AMERICA INC. 

SUMIDA ELECTRONICA de MEXICO 

SUMIDA de MEXICO, S.A. de C.V. 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC COMPANY LIMITED 

Jensen Devices AB 

SUMIDA KOREA INC. 

STELCO GmbH 

SUMIDA HOLDING GERMANY GmbH 

計  17 社 
   

SUMIDA OPT-ELECTRONICS CO., LTD. 及び PANTA SUMIDA AMERICA CORPORATION につきましては当

連結会計年度において清算結了致しましたので連結範囲から除外しております。 

スミダ電機株式会社は、スミダサービス株式会社及びスミダテクノロジーズ株式会社を統合し、

平成 16 年 2 月 1 日をもって同 2 社を吸収合併致しました。 

SUMIDA AMERICA CORPORATION、SUMIDA AMERICA SALES CORPORATION、SUMIDA AMERICA TECHNOLOGIES 

CORPORATION 及び SUMIDA AMERICA MANUFACUTURING CORPORATION につきましては、SUMDIA AMERICA 

MANUFACTUIRING CORPORATION を存続会社として平成 16 年 4 月 1 日をもって合併し、社名を SUMDIA 

AMERICA INC.に変更致しました。 

Jensen Devices AB につきましては当連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

SUMIDA KOREA INC.、STELCO GmbH 及び SUMIDA HOLDING GERMANY GmbH につきましては当連結会計

年度期末みなし取得として連結しております。なお、SUMIDA KOREA INC.は合弁会社であります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

関連会社 Arima Devices Corp.について持分法を適用しております。 

 

３．連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日は連結決算日と同一であります。 
 

４．会計処理基準に関する事項 

① 在外連結子会社の採用する会計処理基準は、現地において一般に公正妥当と認められる会計処

理基準に従っております。 

② 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算出しております） 
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時価のないもの 

総平均法による原価法 

③ デリバティブの評価方法 

時価法（為替予約の振当処理を除く） 

 

④ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法による原価法 

一部の在外連結子会社については、総平均法等による低価法を採用しております。 
 

 ⑤ 有形固定資産の減価償却の方法 

主として定率法 

一部の在外連結子会社については、定額法 

ただし、親会社は、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（除く附属設備）については、定

額法を採用しております。 

 

 ⑥ 無形固定資産の減価償却の方法 

自社利用のソフトウエアについては、利用可能期間（5 年間）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

海外子会社において連結子会社取得時に生じた営業権については、国際財務報告基準第 3号（企

業結合）に基づき償却しておりません。 

 

 ⑦ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

 ⑧ 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金        …… 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については、貸倒実績率にもとづ

いた会社所定の繰入率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討して必要額を計上しております。 

工場移転損失引当金     … 関係会社が行う工場の移転に際して負担することが見込まれる損失見

込み額を計上しております。 

 

 ⑨ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

なお、在外連結子会社においては所在国の会計処理基準によっており、すべてのファイナン

ス・リース取引について、通常の売買取引に準じて会計処理を行っております。 

 

 ⑩ 重要なヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法･･･････････････繰延ヘッジ処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象、 ･･････主に当社の内規である「市場リスク管理規定」に基づき、 

 ヘッジ方針 為替変動リスクをヘッジしております。 

  ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下 

 の通りであります。 

 ヘッジ手段 …… 為替予約 

 ヘッジ対象 …… 外貨建予定取引 

(3)ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象の時価変動とヘッジ手段の時価変動を比較し、 

 その変動額の比率によって有効性を評価しております。  

 

 ⑪ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。 
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 ⑫ 連結納税制度の適用 

  親会社および国内連結子会社では連結納税制度を適用しております。 
 

 ⑬ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税につ

いては、発生会計期間の期間費用として処理しております。 

 
 

 ⑭ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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５．後発事象 

 

①転換社債型新株予約権付社債の発行 

    注力事業への集中投資の実行を財務戦略面から強力にサポートすることを目的とし、平成 17

年 1 月 6 日の代表執行役決定に基づき、平成 17 年 1 月 25 日にスイス連邦を中心とする欧州市場

において円貨建転換社債型新株予約権付社債を発行致しました。その概要は以下のとおりであり

ます。 

 

発行する社債の種類 円貨建転換社債型新株予約権付社債 

発行する社債の数 1,600 個 

発行価額 
本社債の額面金額の 100% 

(各本社債の額面金額 5,000,000 円) 

発行総額 8,000,000,000 円 

利率 利息は付さない。 

償還方法 満期償還、繰上償還または買入消却 

償還期間 平成 21 年 1 月 26 日(満期償還) 

発行の時期 平成 17 年 1 月 25 日 

担保の内容 なし 

資金の使途 
当社事業拡大に伴う設備投資資金、社債償還資金及び借入金返済資金

に充当する予定です。 

新株予約権の内容 (1)本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

(ｲ) 種類  当社普通株式 

(ﾛ) 数     本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新た

に発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式

を移転（以下当社普通株式の発行又は移転を当社普通株

式の「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社

債の発行価額の総額を下記(4)記載の適用時における転

換価額で除した数とする。但し、本新株予約権の行使に

より生じる 1 株未満の端数は切り捨て、これにつき現金

による調整は行わない。本新株予約権の行使により単元

未満株式が発生する場合には、商法に定める単元未満株

式の買取請求権が行使されたものとして現金により精

算する。 

(2)発行する本新株予約権の総数 

1,600 個 

(3)本新株予約権の発行価額 

    無償とする。 

(4)本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

(ｲ) 本新株予約権 1 個の行使に際して払込をなすべき額は、

本社債の発行価額と同額とする。 

 (ﾛ) 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき当社普通

株式 1 株あたりの額（以下「転換価額」という。）は、

当初、2,856 円とする。 

(ﾊ)  転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社
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普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社普通株

式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。

なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普

通株式総数（但し、当社の保有する普通株式に係る自己株式

数を除く。）をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、転換価額は、当社普通株式の分割若しくは併合、

又は当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普

通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合そ

の他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

(ﾆ) 2006 年 1 月 25 日（日本時間、以下「決定日」という。）

まで（当日を含む。）の 5 連続取引日の当社普通株式の 

終値平均値（1 円未満の端数は切上げ）（以下「決定日価

額」という。）が、決定日に有効な転換価額を 1 円以上下

回る場合には、転換価額は、2006 年 2 月 8 日（日本時間

、以下「効力発生日」という。）以降、決定日価額（但し、

決定日の翌日から効力発生日（当日を含む。）までに効力

の発生する上記(ﾊ)の調整を受ける。）に下方修正される。

但し、かかる決定日における修正の結果、転換価額が、

決定日に有効な転換価額の 80％に相当する価額未満とな

る場合は、修正後転換価額は決定日に有効な転換価額の

80％（1 円未満の端数は切上げ）とする（但し、上記(ﾊ)

の調整を受ける。）。 

 

また、転換価額には、当該修正の結果、適用ある日本法

の下で、全額払込済かつ追加払込義務のない当社普通株

式が適法に発行できなくなるような修正はなされないも

のとする。 

(5)本新株予約権の発行価額を無償とする理由及びその行使に際して

払込をなすべき額の算定理由 

 本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付さ

れたものであり、本社債からの分離譲渡はできず、本

新株予約権が行使されると代用払込により本社債は消

滅し、かつ本社債が繰上償還されると本新株予約権の

行使請求期間が終了するなど、本社債と本新株予約権

が相互に密接に関連することを考慮し、また、本新株

予約権の理論的な価値と、本新株予約権付社債全体の

発行に際し、本社債の利率、発行価額等のその他の発

行条件により当社が得られる経済的価値とを勘案し

て、その発行価額を無償とした。本新株予約権付社債

が転換社債型新株予約権付社債であることから本新株

予約権 1 個の行使に際して払込をなすべき額は本社債

調 整 後 
転 換 価 額 ＝ 調 整 前 

転 換 価 額 
× 

既発行 
株式数 ＋ 

新発行・処 
分株式数 × 1 株あたりの発

行・処分価額 

時 価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 
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の発行価額と同額とし、当初の転換価額は上記(4)(ﾛ)

のとおり決定される額とする。 

(6)本新株予約権の行使請求期間                

 原則として 2005 年 2月 1日から 2009 年 1月 13 日のジ

ュネーブ市における銀行営業終了時までとする。 

(7)その他の本新株予約権の行使の条件          

各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

 

(8)本新株予約権の消却事由及び消却の条件      

 本新株予約権の消却事由は定めない。 

(9)本社債に付する本新株予約権の数 

 各本社債に付する本新株予約権の数は 1 個とする。 

(10)本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合の株式の

発行価額中資本に組入れない額 

 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価額中資本に組入れない額は、当該発行価額か

ら資本に組入れる額を減じた額とする。資本に組入れ

る額とは当該発行価額に 0.5 を乗じた金額とし、計算

の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げた額とする。 

(11)本新株予約権の期中行使があった場合の取扱い 

 本新株予約権の行使により交付する当社普通株式に関

する利益配当金又は中間配当金（商法第 293 条ノ 5 によ

る金銭の分配）は、本新株予約権行使の効力発生日の属

する配当計算期間（現在 6 月 30 日及び 12 月 31 日に終

了する各 6 ヶ月の期間をいう。）の初めに本新株予約権

行使の効力が発生したものとみなして、これを支払う。

(12) 代用払込に関する事項                          

 商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号及び第 8 号により、本

新株予約権付社債の所持人が本新株予約権を行使した

ときは、当該本新株予約権に係る本社債の全額の償還

に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなす

べき額の全額の払込があったものとみなす。 

(13) 本新株予約権の行使の効力                      

 本新株予約権の行使の効力は、新株予約権行使受付代

理人に本新株予約権付社債券及びその他行使請求に必

要な書類が預託され、行使請求通知が新株予約権行使

受付代理人に受領された日、又はその他行使請求に必

要な条件が満足された日のいずれか遅い日の午後12時

直前（日本においては当該時刻に相当する翌暦日にお

ける時刻）に発生する。 
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②株式分割 

 

 平成 16 年 12 月 6 日の代表執行役決定に基づき、次のとおり株式分割を行います。 

     

１．株式分割の目的 

   株式の流動性の向上及び株主に対する利益還元を図るため。 

 

     ２．平成 17 年 2 月 21 日付をもって普通株式１株につき 1.1 株に分割します。 

        (1)分割により増加する株式数  

                        普通株式 1,746,214 株 

                (2)分割方法 

 平成 16年 12 月 31 日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株

式数を、１株につき 1.1 株の割合をもって分割します。 

     ３．配当起算日 

         平成 17 年 1 月 1 日 

 

この株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度の１

株当たり情報は、以下のとおりであります。 

   

当連結会計年度  

１株当たり純資産額 1,068 円 79 銭 

１株当たり当期純利益 94 円 77 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 91 円 97 銭 

 

 なお、平成 16 年 8 月 20 日付で普通株式１株につき 1.1 株の分割を行っております。これ

らの株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度の１株

当たり情報は、以下のとおりであります。 

 

前連結会計年度  

１株当たり純資産額 1,008 円 38 銭 

１株当たり当期純利益 17 円 53 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 16 円 73 銭 
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注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成15年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成16年12月31日現在） 

  

※１．担保提供資産 ※１．担保提供資産 

(1)担保に供している資産（簿価） (1）担保に供している資産（簿価） 

建 物 及 び 構 築 物 1,136,320千円 建 物 及 び 構 築 物 1,078,338千円

土 地 1,227,728 土 地 1,155,772 

計 2,364,048千円 計 2,234,110千円

(2)対応する債務 (2)対応する債務 

短 期 借 入 金 399,000千円 短 期 借 入 金 807,000千円
1年以内返済予定長期借入金 564,808 1年以内返済予定長期借入金 440,008    

長 期 借 入 金 810,808 長 期 借 入 金 370,800 

計 1,774,616千円 計 1,617,808千円

  

※２．  

 

※２．営業権 

新会社STELCO GmbHを買収したことに伴い発生した

営業権は次のとおり算定されております。 

STELCO GmbH 株式の取得価額 1,469,055千円 
  

STELCO GmbH 流動資産 915,506千円 

STELCO GmbH 固定資産 134,334千円 

STELCO GmbH 流動負債 △292,335千円 

STELCO GmbH 固定負債 △127,910千円 

STELCO GmbH 純資産 629,595千円 
  

営業権 839,460 千円 
 

※３．ワラント預り金 

第46期及び第47期において発行した新株引受権

付社債にかかわる新株引受権の対価を日本公認会

計士協会・会計制度委員会報告に基づいてワラン

ト預り金としております。 

新株引受権付社債の新株引受権の残高、新株引

受権の行使により発行する株式の内容および行使

価格は以下の通りです。 

第 1 回 第 2 回 

新株引受権の残高 5,554,384 千円 511,647 千円

発行する株式の内容 普通株式 普通株式 

行使価格 4,991 円 70 銭 1,854 円 50 銭

 

※３．ワラント預り金 

第47期において発行した新株引受権付社債にか

かわる新株引受権の対価を日本公認会計士協会・

会計制度委員会報告に基づいてワラント預り金と

しております。 

新株引受権付社債の新株引受権の残高、新株引

により発行する株式の内容および行使価格は以下

の通りです。 

 第 2 回 

新株引受権の残高  137,314 千円

発行する株式の内容  普通株式 

行使価格  1,685 円 90 銭

 

なお、後発事象に記載のとおり株式分割に伴い、

平成17年2月21日以降の行使価格は1,532円60銭と

なります。 
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前連結会計年度 
（平成15年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成16年12月31日現在） 

※４．  

授権株数（普通株式）  35,000,000株 

発行済株式数（普通株式）  15,424,425株 

自己株式（普通株式）  8,786株 
 

※４．  

授権株数（普通株式）  35,000,000株 

発行済株式数（普通株式）  17,462,143株 

自己株式（普通株式）  15,881株 
 

  ５．借入コミットメント契約 

親会社は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行5行と借入コミットメント契約を締結し

ております。連結会計年度末日における借入コミ

ットメントに係る借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

借入コミットメントの総額 4,000百万円 

借入実行残高    －  

 未実行残高 4,000百万円 
 

 ５．借入コミットメント契約 

親会社は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行5行と借入コミットメント契約を締結し

ております。連結会計年度末日における借入コミ

ットメントに係る借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

借入コミットメントの総額 4,000百万円 

借入実行残高    －  

 未実行残高 4,000百万円 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
自 平成15年 1月 1日 
至 平成15年12月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日 

※１．販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額 ※１．販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額

従 業 員 給 料 手 当           1,758,125千円 従 業 員 給 料 手 当            2,081,144千円

運 賃 荷 造 費           313,782千円 運 賃 荷 造 費           476,372千円

減 価 償 却 費           267,690千円 減 価 償 却 費           258,229千円

試 験 研 究 費           1,372,154千円 試 験 研 究 費           1,193,360千円

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額           15,478千円

    

※２. 研究開発費は全て一般管理費の「試験研究費」

として計上しています。 

※２. 研究開発費は全て一般管理費の「試験研究費」

として計上しています。 

試 験 研 究 費           1,372,154千円 試 験 研 究 費           1,193,360千円

  

※３．制度移行に伴う精算金 

 報酬委員会決議に基き取締役２名に対して

2001年に役員退職慰労金規定を廃止したこと

による「制度移行に伴う精算金」を支払いま

した。この支払金額は一過性のものであるた

め、役員報酬ではなく特別損失に計上してお

ります。 

 

※３． 

※４. 

 

※４．工場移転損失は、M.SUMDIA ELECTRIC SDN.BHD.

が所有する工場を移転することに伴い負担し

た損失及び負担することが見込まれる損失見

込額を計上しております。 

※５. 構造改革費用の主な項目及び内訳 ※５. 構造改革費用の主な項目及び内訳  

北米事業再構築に伴う費用           特 別 退 職 金           196,242千円

債 権 償 却 損           287,599千円 事 業 買 収 関 連 費 用           101,206千円

棚 卸 資 産 廃 棄           26,646千円   

特 別 退 職 金           34,863千円   
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
自 平成15年 1月 1日 
至 平成15年12月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日 

※１.当連結会計年度に株式の売却により連結子会

社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

    株式の売却によりSRC DEVICES,INC.その他４

社が連結子会社でなくなったことに伴う売却時

の資産及び負債の内訳は次のとおりでありま

す。 

 

   流動資産       1,055,384千円

      固定資産                649,538千円

      流動負債              1,130,309千円

 ※１． 

※２．  ※２．株式の取得により新たに連結子会社となった

会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにSTELCO GmbHを連結

したことに伴う連結開始時資産及び負債の主

な内訳並びにSTELCO GmbH株式の取得価額と

STELCO GmbH取得のための支出（純額）との関

係は次のとおりであります。 

流 動 資 産       915,506千円 

固 定 資 産       134,334 

営 業 権       839,460     

流 動 負 債       △292,335     

固 定 負 債       △127,910     

STELCO GmbH 株式の取得価額 1,469,055千円 

株式の取得価額のうち未払額 △297,309     

STELCO GmbH 現金及び現金同等物 △347,052     

差引：STELCO GmbH 取得のための支出 824,694千円 
 

※３.  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲載されている科目との関係 

※３.  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲載されている科目との関係 

(平成15年12月31日現在) (平成16年12月31日現在)

     現 金 及 び 預 金 勘 定             4,471,169千円      現 金 及 び 預 金 勘 定             4,900,291千円 

 預金期間が3ヶ月を           

超 え る 定 期 預 金           

  預金期間が3ヶ月を           

超 え る 定 期 預 金           

 

     現金及び現金同等物           4,471,169千円      現金及び現金同等物           4,900,291千円 
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（リース取引関係） 
前連結会計年度 

自 平成15年 1月 1日 
至 平成15年12月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日 

１．資産計上処理されているリース物件以外のリース契約でリ

ース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 
取  得   減価償却   期    末 
価  額   累 計 額   残   高 
相 当 額   相 当 額   相 当 額 

 工具器具 千円 千円 千円 
 備  品 65,395 32,399 32,996 

１．資産計上処理されているリース物件以外のリース契約でリ

ース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 
取  得   減価償却   期    末 
価  額   累 計 額   残   高 
相 当 額   相 当 額   相 当 額 

 工具器具 千円 千円 千円 
 備  品 51,998 33,318   18,680 

② 未経過リース料期末残高相当額 
１ 年 内 10,834 千円 

１ 年 超 22,162 

合  計 32,996 千円 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内  6,579千円 

１ 年 超 12,101 

合  計 18,680 千円 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料         13,935 千円 

減価償却費相当額 13,935 千円 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料          9,494 千円 

減価償却費相当額  9,494 千円 

④ 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額の算定方法 

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

④ 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額の算定方法 

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

⑤ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

⑤ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 
 

１ 年 内 106,050 千円 

１ 年 超 374,564 

合  計 480,614 千円 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 
 

１ 年 内 121,130 千円 

１ 年 超 301,360 

合  計 422,490 千円 



 - 30 -

 
（有価証券関係） 

 
前連結会計年度（平成 15 年 12 月 31 日現在） 
 
１.その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

種         類 取得原価 
連結貸借対照表 

計上額 
差  額 

(1)株  式 78,630 237,580 158,950 

(2)その他 1,843 2,282 439 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 
小    計 80,473 239,862 159,389 

(1)株  式 12,968 9,973 △2,995 

(2)その他 － － － 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 
小    計 12,968 9,973 △2,995 

合      計 93,441 249,835 156,394 

 
２.時価のない有価証券の内容                          (単位:千円) 

連結貸借対照表計上額 
その他有価証券(非上場株式) 

                   135,677 

 
 
当連結会計年度（平成 16 年 12 月 31 日現在） 
 
１.その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

種         類 取得原価 
連結貸借対照表 

計上額 
差  額 

(1)株  式 79,342 180,030 100,688 

(2)その他 1,843 2,453 610 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 
小    計 81,185 182,483 101,298 

(1)株  式 13,196 12,087 △1,109 

(2)その他 － － － 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 
小    計 13,196 12,087 △1,109 

合      計 94,381 194,570 100,189 

 
２.時価のない有価証券の内容 

   該当事項はありません。 
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（デリバティブ取引関係） 
１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
自 平成15年 1月 1日 
至 平成15年12月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日 

(1）取引の内容及び利用目的等 

当社グループはグループ間取引における為

替相場の変動リスクを軽減するため、為替予約

取引を行っております。 

(2）取引に対する取組方針 

グループ間の外貨建取引上発生している為

替リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行

うために、デリバティブ取引を導入しており、

投機目的のためのデリバティブ取引は行わな

い方針であります。 

(3）取引に係わるリスクの内容 

通貨関連における為替予約取引は、為替相

場の変動によるリスクを有しております。信用

リスクを極力回避するため、信用度の高い金融

機関とのみ取引を行っております。また、当社

グループのデリバティブ取引はヘッジ目的で

行っており、為替予約取引の評価損益はヘッジ

対象の外貨建取引の損益と相殺消去されます。

(4）取引に係わるリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引はコーポ

レートレベルで一元管理されリスク管理の運

営を行っております。 

 

 

 

同 左 

 

２．取引の時価等に関する事項 
 

前連結会計年度（平成 15 年 12 月 31 日現在） 

      該当事項はありません。 
              (注) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 
 

当連結会計年度（平成 16 年 12 月 31 日現在） 

              該当事項はありません。 

(注)  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 
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１ 株 当 た り の 情 報 

 
 

1 株当たり純資産額 1,175 円 67 銭 

1 株当たり当期純利益 104 円 25 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 101 円 49 銭 

  

平成 16 年 8 月 20 日付で普通株式１株につき 1.1 株の分割を行っております。当該株式分割が

前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度の１株当たり情報は、以下の

とおりであります。 

 
前連結会計年度  

１株当たり純資産額 1,109 円 21 銭 

１株当たり当期純利益 19 円 28 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 18 円 54 銭 

 






